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第７章 食の安全･安心と農産物の流通・加工 

 

１ 道産食品の安全･安心の確保 

 
（食の安全・安心に係る施策を総合的かつ計画的に推進） 

道民の健康の保護と消費者に信頼される安全・安心な道産食品づくりを目指し、道では、平

成17年（2005年）３月制定の北海道食の安全・安心条例に基づく北海道食の安全・安心基本計

画を策定し、食の安全・安心に係る施策を総合的かつ計画的に推進しています。 

令和６年（2024年）３月に策定した「第５次北海道食の安全・安心基本計画」では、世界の

食料情勢の変化による食料安全保障上のリスクの増大、食品価格の高騰、持続的な食料システ

ム構築の声の高まりといった近年の食の安全・安心をめぐる情勢の変化に対応するため、施策

の推進に当たり配慮すべき視点として「環境保全と安全な食料の安定供給の両立」、「食のサ

プライチェーンに関する理解促進」、「衛生管理等による継続的な食の安全性確保」、「情報

共有や意見交換のより効果的な推進」の４項目を定めました。 

今後、本計画に基づいて、クリーン農業や有機農業などの環境に配慮した持続可能な農業や

食育、国際水準ＧＡＰやＨＡＣＣＰの導入といった自主衛生管理の推進、食品の生産から消費

に至る各段階の関係者による意見交換などのリスクコミュニケーションの実施など、食の安

全・安心の確保に向けた様々な施策を推進しています。 

 

（遺伝子組換え作物の栽培による一般作物との交雑と混入を防止） 

 我が国において、遺伝子組換え作物は、食品衛生法、飼料安全法、食品安全基本法及び遺伝

子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタヘナ法）に基

づき、食品、飼料としての安全や生物多様性への影響について、それぞれ科学的な評価を行

い、問題のないもののみが輸入、流通、栽培等される仕組みとなっています。 

また、道では、遺伝子組換え作物の開放系での栽培等を規制することによって、遺伝子組換

え作物と一般作物の交雑混入及び生産上、流通上の混乱を防止するとともに、遺伝子組換え作

物の開発等に係る産業活動と一般作物に係る農業生産活動との調整を図り、道民の健康を保護

するとともに本道における産業の振興に寄与することを目的に、北海道遺伝子組換え作物の栽

培等による交雑等の防止に関する条例（以下「ＧＭ条例」という。）を平成17年（2005年）３

月に制定し、また令和４年（2022年）７月には、ＧＭ条例の対象となる範囲を食用、飼料用又

は規則で定める隔離ほ場における栽培とする改正を行いました。 

 ＧＭ条例では、農業者等による一般栽培は知事の許可制、試験研究機関による試験栽培は知

事への届出制とし、いずれの場合も、平成17年（2005年）９月に定めた交雑混入防止措置基準

等を遵守することを義務付けるとともに、知事が許可等を行う際には、北海道食の安全・安心

委員会の意見を聴くこととしています。なお、ＧＭ条例の制定以降、条例に基づく遺伝子組換

え作物の栽培の許可申請や届出はありません。 
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 ～ 後志におけるスマート農業導入の推進（後志） ～ 

後志総合振興局では、地域のニーズや課題を踏まえ、後志ならではの小規模経営に向

けたスマート農業の推進に取り組んでいます。 

赤井川村で先進的に自動かん水、自動換気、モニタリング機器を導入している農業者

の協力の下、測定データを使用した栽培管理の指導チームを編成し、環境モニタリング

調査における現地意見交換会を毎月実施 

しました。 

参加者からは「ほ場ごとに適正なかん 

水量が異なることが分かった。」「自動か 

ん水を導入し、作物をよく観察すること 

で障害果の発生が少なくなったように思 

う。」などの声が聞かれ、活発な意見交換 

となりました。 

 

留寿都村では、適正施肥を推進するため、よう 

てい農業協同組合、ホクレン、生産組合が連携し 

てドローンによる分施（肥料を一度に全て施すの 

ではなく、作物の生育に合わせて複数回に分けて 

施すこと）の実証試験ほを設置し、省力効果や散 

布ムラの確認を行いました。 

 

振興局では、今後も関係機関・団体と連携し、 

地域に即したスマート農業の推進に取り組んで 

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境モニタリング調査における現地意見交換会（赤井川村） 

ドローン活用による実証試験（留寿都村） 
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（道産食品の独自の認証登録制度を推進） 

 道では、道産食品に対する消費者の信頼確保と北海道ブランドの向上を図るため、平成16

年（2004年）４月から道産食品独自認証制度（愛称：きらりっぷ）の普及に取り組んでいま

す。この制度は、道産原材料の使用、生産情報の提供、安心の確保、商品特性、官能検査の５

つの項目に関する基準に合格した商品を認証するもので、認証を受けた商品は、「北海道認

証」という独自のマーク（きらりっぷマーク）が付けられています。 

令和７年（2025年）３月末で、21品目（商品の種類）について認証基準が定められており、

16事業者の35商品が認証を受けています。 

 

図表7-1-1 道産食品独自認証制度（きらりっぷ）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7-1-2 品目ごとの事業者数･商品数 

品  目 事業者数  商品数 品  目 事業者数  商品数 

【農産物】 【水産物】 

日本酒 1 1 熟成塩蔵さけ（山漬け） 2 2 

そば 1 2 いくら 2 3 

みそ 2 2 醤油いくら - 1 

納豆 2 8 魚醤油 - 1 

豆腐 1 4 合  計 16 35 

しょうゆ 2 3 注：1)認証を受けている商品がない品目（７品目） 

①ソーセージ類、②ワイン、③しょうちゅう、  

④生中華麺、⑤ビール、 

⑥非加熱食肉製品（生ハム）、 

⑦熟成塩蔵からふとます（山漬け）） 

2)ベーコン類、醤油いくら、魚醤油の事業者数は、他の

品目と重複しているため「-」とした 

【畜産物】 

ハム類（ロース、ボンレス） 1 3 

ベーコン類 - 1 

ナチュラルチーズ 1 2 

アイスクリーム 1 2 

資料：北海道農政部調べ（令和７年（2025年）３月末現在） 

 

 

  

認証（審査・検査に合格） 

認証（審査・検査に合格） 

商品にきらりっぷマークを貼付 
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 （道産原材料を使用した道産食品の適正な表示を促進） 

道では、適正な食品の表示を促進し、道産食品に対する信頼確保と北海道ブランドの向上を

図るため、平成18年（2006年）１月から始まった道産食品登録制度の取組を進めており、本道

の豊かな自然環境の下で生産された原材料を使用し、道内で製造・加工された商品を登録する

もので、登録された商品には、「道産原料」という独自のマーク（登録マーク）が付けられて

います。 

令和７年（2025年）３月末現在、農産物や畜産物、水産物、林産物等、合わせて121事業者

の357商品が登録されています。 

 
図表7-1-3 道産食品登録制度の登録状況               図表7-1-4 道産食品登録制度の登録マーク 

商品区分 事業者数 商品数 商品の例 

農 産 物 49 110  トマトジュース、枝豆、そば等 

畜 産 物 18 113  ハム、ソーセージ、ベーコン等 

水 産 物 42 114  ししゃも、たらこ等 

林 産 物 2 3  クマ笹茶等 

そ の 他 10 17  菓子、飲料水、ワイン等 

合  計 121 357  

資料：北海道農政部調べ（令和７年（2025年）３月末現在） 

 

（地理的表示（ＧＩ）保護制度の活用を推進） 

 特定の産地と品質、社会的評価等の特性の面で結び付きのある農林水産物・食品等の産品の

名称（地理的表示）を知的財産として保護し、生産業者の利益の増進と需要者の利益の保護を

図ることを目的に平成27年（2015年）６月１日「特定農林水産物等の名称の保護に関する法

律」（地理的表示法）が施行されました。 

本道の農産物では、令和７年（2025年）３月末で、「夕張メロン」、「十勝川西長いも」、

「今金男しゃく」、「ところピンクにんにく」、「十勝ラクレット」及び「十勝若牛」の６件

が地理的表示（ＧＩ）に登録されています。 
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商品にきらりっぷマークを貼付 
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～ 道産食品への信頼確保と北海道ブランド向上の取組 ～ 

 

道では、道産食品に対する消費者の信頼確保と北海道ブランドの向上を目的として、道

産食品独自認証制度（きらりっぷ）や道産食品登録制度の認知度向上に向けてＰＲしてい

ます。 

 

令和６年度（2024年度）は、これらの制度を広く、道民 

の方々へ周知するため、道庁１階ロビーなどにおいて、パ 

ネル展の開催やパンフレットの配布などを実施しました。 

また、地産地消や食育推進などの食に関するイベントや 

食品業者が一堂に集う商談会などの場においても、本制度 

の周知と認知度向上に向けてＰＲを進めました。 

 

また、道が定期的に発信している、食に関する項目を集 

約したメールマガジンや、ＳＮＳ（Facebook）による情報 

発信を積極的に進めました。 

このほか、大手スーパーマーケットのギフトカタログに、認証や登録を取得した道産食

品が掲載されるとともに、これらの制度の紹介が行われるなど、本制度が北海道ブランド

の向上に貢献していることがうかがわれました。 

今後においても、幅広い年齢層や各種業界に対して、制度内容の周知に努めていきま

す。 

  

【Facebook どんどん食べよう北海道】 

https://www.facebook.com/dondontabeyo.hokkaido/ 

【メールマガジン「ＭＯＧＵＭＯＧＵ」インフォメーション】 

（メルマガ申込みページ）                                  

https://krs.bz/slow_food/c?c=127&m=6265&v=e6107bd0

 

道産食品登録制度 

登録マーク 

道産食品独自認証制度 

（きらりっぷ）ロゴマーク 

（道庁１Ｆロビーでのパネル展の様子） 

Facebook 
どんどん 
食べよう 
北海道  
 

ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ 
｢MOGUMOGU｣ 
ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ 
 

 

きらりっぷのロゴマークは「北海道の

シルエット」と〈おいしい・安心・安

全・個性的〉な食品を思わせる「ほほ

えむ口」を融合させ、全体のシルエッ

トは「一番星」に見立てています。 

一番星の〈きらり〉とくちびるを表す

〈りっぷ〉を掛け合わせ、愛着がわく

ように”きらりっぷ”とひらがなで表

現しました。 
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３ 植物防疫対策 

 

（ジャガイモシロシストセンチュウの緊急防除を実施） 

 平成27年（2015年）８月に国内で初めて網走市内で確認されたジャガイモシロシストセンチ

ュウの緊急防除を行うため、植物防疫法に基づくジャガイモシロシストセンチュウの緊急防除

に関する省令が平成28年（2016年）10月に施行されました。 

 道では、同法に基づく緊急防除への協力指示を受け、関係自治体や農業団体等と連携しなが

ら、発生状況の確認調査を行い、本線虫が確認されたほ場において対抗植物の植栽等による防

除を実施するとともに、防除区域内の生産者に対して農業機械の洗浄及び搬送時の幌かけ、野

良いも処理の徹底などのまん延防止対策の指導に取り組んでいます。 

 令和６年度（2024年度）は、網走市、斜里町及び清里町内の25ほ場で対抗植物の植栽による

防除を実施した結果、22ほ場で検出限界以下となった一方、網走市の種馬鈴しょ植付予定ほ場

において新たに１ほ場で確認されるとともに、網走市と斜里町において防除が完了した２ほ場

で再確認されました。 

 この線虫は、ジャガイモシストセンチュウと同様、馬鈴しょの収量を低下させることによ

り、本道農業に大きな影響を及ぼすおそれがあることから、道では、新規作物の導入による適

正な輪作体系の確立や抵抗性品種の早期導入など、総合的な対策を推進しています。 

 

（無人航空機による農薬の安全かつ適正な空中散布を推進） 

近年、ドローン等の無人マルチローターによる農薬の空中散布が、防除作業の負担軽減及び

生産性の向上に資する技術として各地域で導入されています。 

これに伴い、農薬の空中散布によるドリフト等に起因した他作物での農薬残留基準値の超過

事例が増えており、使用者自らが農作物や周辺環境への影響に十分配慮して、農薬事故等の発

生防止に努め、安全かつ適正な空中散布を推進することが求められています。 

無人航空機による農薬散布に当たっては、国が、「無人ヘリコプターによる農薬の空中散布

に係る安全ガイドライン」及び「無人マルチローターによる農薬の空中散布に係る安全ガイド

ライン」を策定しており、道としても、関係機関や団体とともに北海道農薬安全使用推進協議

会を設置し、ポスターの配布や呼びかけにより意識醸成を図り、本ガイドラインに基づく農薬

の安全かつ適正な使用の普及・啓発に取り組んでいます。 

 

（病害虫発生予察情報を踏まえた防除を推進） 

 北海道病害虫防除所では、適時かつ経済的な病害虫の防除により農作物の安定生産と品質向

上の確保を図ることを目的として、病害虫発生予察情報を公表しています。 

 令和６年度（2024年度）は、定期の発生予報や月報、年間発生概況のほか、病害虫の多発生

や新発生への注意を喚起するための注意報及び特殊報を含め、発生予察情報を延べ23回公表し

ました。 

  



３ 植物防疫対策--- 171 

（秋まき小麦の赤さび病やてん菜の褐斑病等が多発生） 

 令和６年（2024年）に発生が確認された主な病害虫では、秋まき小麦の赤さび病や春まき小

麦（初冬まき）のムギキモグリバエ、大豆のタネバエ、てん菜の褐斑病、りんごの腐らん病が

「多発生」となったほか、水稲の縞葉枯病やアカヒゲホソミドリカスミカメ、秋まき小麦の眼

紋病、大豆のわい化病、ばれいしょのそうか病、てん菜のヨトウガ（第２回）が「やや多発

生」となりました。 

 また、令和５年（2023年）に道内で初飛来を確認した侵入警戒有害動植物であるトマトキバ

ガについては、フェロモントラップによる調査において全道各地で前年を上回る成虫の飛来を

認め、各地のハウス栽培トマトで葉や果実の食害が確認されたため、注意報を発出し速やかな

防除について注意喚起を行いました。 

 一方、発生地域が拡大していた秋まき小麦のなまぐさ黒穂病は、平成28年度（2016年度）に

発生面積が１千haを超えるまでになりましたが、基本技術の励行や農薬登録の促進などの取組

を進めた結果、令和６年度（2024年度）の発生面積は99aと大きく減少しました。 

  

図表7-3-1 令和６年（2024年）に多発生した病害虫 

作 物 名 多発生した病害虫名 

秋まき小麦 赤さび病 

春まき小麦 

（初冬まき） 
ムギキモグリバエ 

大豆 タネバエ 

てん菜 褐斑病 

りんご 腐らん病 

資料：北海道病害虫防除所調べ 

 

図表7-3-2 令和６年（2024年）にやや多発生した病害虫 

作 物 名 やや多発生した病害虫名 

水稲 縞葉枯病、アカヒゲホソミドリカスミカメ 

秋まき小麦 眼紋病 

大豆 わい化病 

ばれいしょ そうか病 

てん菜 ヨトウガ（第２回） 

資料：北海道病害虫防除所調べ 
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３ 植物防疫対策 

 

（ジャガイモシロシストセンチュウの緊急防除を実施） 

 平成27年（2015年）８月に国内で初めて網走市内で確認されたジャガイモシロシストセンチ

ュウの緊急防除を行うため、植物防疫法に基づくジャガイモシロシストセンチュウの緊急防除

に関する省令が平成28年（2016年）10月に施行されました。 

 道では、同法に基づく緊急防除への協力指示を受け、関係自治体や農業団体等と連携しなが

ら、発生状況の確認調査を行い、本線虫が確認されたほ場において対抗植物の植栽等による防

除を実施するとともに、防除区域内の生産者に対して農業機械の洗浄及び搬送時の幌かけ、野

良いも処理の徹底などのまん延防止対策の指導に取り組んでいます。 

 令和６年度（2024年度）は、網走市、斜里町及び清里町内の25ほ場で対抗植物の植栽による

防除を実施した結果、22ほ場で検出限界以下となった一方、網走市の種馬鈴しょ植付予定ほ場

において新たに１ほ場で確認されるとともに、網走市と斜里町において防除が完了した２ほ場

で再確認されました。 

 この線虫は、ジャガイモシストセンチュウと同様、馬鈴しょの収量を低下させることによ

り、本道農業に大きな影響を及ぼすおそれがあることから、道では、新規作物の導入による適

正な輪作体系の確立や抵抗性品種の早期導入など、総合的な対策を推進しています。 

 

（無人航空機による農薬の安全かつ適正な空中散布を推進） 

近年、ドローン等の無人マルチローターによる農薬の空中散布が、防除作業の負担軽減及び

生産性の向上に資する技術として各地域で導入されています。 

これに伴い、農薬の空中散布によるドリフト等に起因した他作物での農薬残留基準値の超過

事例が増えており、使用者自らが農作物や周辺環境への影響に十分配慮して、農薬事故等の発

生防止に努め、安全かつ適正な空中散布を推進することが求められています。 

無人航空機による農薬散布に当たっては、国が、「無人ヘリコプターによる農薬の空中散布

に係る安全ガイドライン」及び「無人マルチローターによる農薬の空中散布に係る安全ガイド

ライン」を策定しており、道としても、関係機関や団体とともに北海道農薬安全使用推進協議

会を設置し、ポスターの配布や呼びかけにより意識醸成を図り、本ガイドラインに基づく農薬

の安全かつ適正な使用の普及・啓発に取り組んでいます。 

 

（病害虫発生予察情報を踏まえた防除を推進） 

 北海道病害虫防除所では、適時かつ経済的な病害虫の防除により農作物の安定生産と品質向

上の確保を図ることを目的として、病害虫発生予察情報を公表しています。 

 令和６年度（2024年度）は、定期の発生予報や月報、年間発生概況のほか、病害虫の多発生

や新発生への注意を喚起するための注意報及び特殊報を含め、発生予察情報を延べ23回公表し

ました。 
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図表7-3-3 令和６年（2024年）に道内で新規発生が確認された病害虫 

作 物 名 道内で新規発生が確認された病害虫 

小麦、大麦 クビアカクビホソハムシ（国内新発生） 

大豆 ダイズクロハモグリバエ（新発生） 

らっかせい アズキノメイガ（新寄主） 

大豆、小豆、 

べにばないんげん 
ホソヘリカメムシ（新寄主） 

べにばないんげん マメノメイガ（新寄主） 

小豆 マイコセントロスポーラ斑点病（新称）、茎腐細菌病（病原菌の同定） 

かんしょ ヒルガオハモグリガ（新寄主） 

ピーマン ガンマキンウワバ（新寄主） 

ねぎ 苗立枯病（病原の追加） 

キヌア 苗立枯病（新称） 

せんきゅう ナミハダニ（新寄主） 

 

＜凡例＞  

新称 ：これまで正式な名称（病名、害虫の和名）のなかった新たな病害虫の名称提案 

国内新発生 ：これまで国内で記録のなかった新たな病害虫 

新発生 ：道内での発生事例がなかった病害、道内に分布が確認されていなかった害虫 

新寄主 ：道内に分布することが既知である害虫の、新たな作物への加害記録 

病原の追加 ：既知病害と病徴に違いのない新たな病原の追加 

病原菌の同定 ：未同定だった病原菌の種名の確定 

資料：北海道病害虫防除所調べ 
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４ 家畜衛生対策 

 

（リスクがますます高まる海外悪性伝染病） 

 家畜の海外悪性伝染病である口蹄疫は、平成22年（2010年）に宮崎県で発生が確認されまし

たが、その後国内での確認はなく、我が国は平成23年（2011年）２月に国際獣疫事務局により

口蹄疫清浄国として認定され、今日まで清浄性を維持しています。 

高病原性鳥インフルエンザは、2020年シーズン（令和２年（2020年）秋から令和３年（2021

年）夏）にかけて国内で発生が相次ぎ、さらに、2021年シーズン（令和３年（2021年）秋から

令和４年（2022年）夏）にかけても、全国的な発生が確認され、道内の家きんでも52万羽規模

の大規模養鶏場やエミュー飼養農場を含む４事例の発生が確認されました。2022年シーズン

（令和４年（2022年）秋から令和５年（2023年）夏）も、10月から11月に道内で２事例の発生

が確認され、その後も過去にないペースで全国的に発生が相次ぎ、令和５年（2023年）３月と

４月に道内で発生した３事例を加え、全国で84事例と過去最多の発生となりました。2023年シ

ーズン（令和５年（2023年）秋から令和６年（2024年）夏）は、全国で11事例の発生が確認さ

れましたが、道内での発生はありませんでした。なお、2024年シーズン（令和６年（2024年）

秋から令和７年（2025年）夏）は、10月から11月に道内で２事例の発生が確認され、令和７年

（2025年）３月までに、全国で51事例の発生が確認されています。 

 また、平成30年（2018年）９月に国内で26年ぶりに発生した豚熱は、その後、中部地方を中

心に発生が継続し、さらに、野生イノシシにより感染地域が拡大したため、平成31年（2019年）

１月より本病の予防的ワクチン接種が開始され、令和５年（2023年）８月には、九州で初めて

の発生が確認されたため、本道を除く全ての都府県においてワクチン接種が行われています。

発生地域においては、野生イノシシの捕獲強化や経口ワクチンの散布も積極的に実施されてお

り、全国的に早期清浄化に向けて、複合的な防疫対策が実施されていますが、野生イノシシの

感染を抑えきれず、豚飼養農場での発生が続いています。 

一方、近隣のアジア諸国を始めとした世界各国において、口蹄疫や高病原性鳥インフルエン

ザ等が継続的に発生しているほか、欧州やロシアで発生が続いていたアフリカ豚熱が、平成30

年（2018年）８月に中国で発生して以降、日本と台湾を除くアジア全域に拡大しています。中

国や韓国からの道内への旅客が急増しており、海外からこれらの伝染病が道内に侵入するリス

クがますます高まっています。 

 

図表7-4-1 入国者の携帯品（畜産物）による輸入禁止品等の検疫状況  

           （単位：件） 

区分 H30 R1 2 3 4 5 6 

件数（件） 93,897 109,928 29,189 18,726 54,355 152,599 201,903 

重量（kg） 109,056 69,124 16,888 13,010 35,718 76,038 95,223 

資料：農林水産省動物検疫所企画管理部調査課調べ 
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図表7-3-3 令和６年（2024年）に道内で新規発生が確認された病害虫 

作 物 名 道内で新規発生が確認された病害虫 

小麦、大麦 クビアカクビホソハムシ（国内新発生） 

大豆 ダイズクロハモグリバエ（新発生） 

らっかせい アズキノメイガ（新寄主） 

大豆、小豆、 

べにばないんげん 
ホソヘリカメムシ（新寄主） 

べにばないんげん マメノメイガ（新寄主） 

小豆 マイコセントロスポーラ斑点病（新称）、茎腐細菌病（病原菌の同定） 

かんしょ ヒルガオハモグリガ（新寄主） 

ピーマン ガンマキンウワバ（新寄主） 

ねぎ 苗立枯病（病原の追加） 

キヌア 苗立枯病（新称） 

せんきゅう ナミハダニ（新寄主） 

 

＜凡例＞  

新称 ：これまで正式な名称（病名、害虫の和名）のなかった新たな病害虫の名称提案 

国内新発生 ：これまで国内で記録のなかった新たな病害虫 

新発生 ：道内での発生事例がなかった病害、道内に分布が確認されていなかった害虫 

新寄主 ：道内に分布することが既知である害虫の、新たな作物への加害記録 

病原の追加 ：既知病害と病徴に違いのない新たな病原の追加 

病原菌の同定 ：未同定だった病原菌の種名の確定 

資料：北海道病害虫防除所調べ 
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（海外悪性伝染病等の侵入・まん延防止対策を強化） 

 海外悪性伝染病等の侵入防止のためには、水際防疫対策の徹底が最も重要であり、国の検疫

と併せて、輸移入家畜の着地検査の徹底や、外国人旅行客、技能実習生、留学生に対し畜産物

の持ち込みなどを行わないよう啓発を行っているほか、空港、フェリーターミナル等における

靴底消毒などの対策を実施しており、また、各農場における伝染病の侵入防止対策として、令

和２年（2020年）４月に改正された家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準の遵守、飼養

衛生管理マニュアルの策定、定期的な自己点検の実施を基本に、異常を示す家畜の早期発見及

び早期通報、日常の消毒の実施など衛生指導を継続して行い、発生の予防と万が一の際の早期

封じ込めに努めています。 

 特に、高病原性鳥インフルエンザについては、令和５年（2023年）３月から４月の道内での

発生や、全国的な発生状況等を踏まえ、農場での侵入防止対策を強化するため、道では、生産

者団体との共催によるネズミの侵入防止対策に係る講習会の開催や、各養鶏場が実施している

侵入リスクの低減に向けた効果的な取組を整理した対策事例集の作成・周知など、発生の未然

防止に向けた取組を推進しているところです。 

 また、国内における豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の悪性伝染病の発生に際し、農業者

や関係団体等と発生情報を迅速に共有して注意喚起を図るとともに、発生事例における疫学調

査結果から得られた課題等を参考に、衛生管理上の重点事項等を周知・徹底し、効果的な取組

の普及や対策の向上を図っています。 

 さらに、万が一これらの海外悪性伝染病が発生した際に、迅速なまん延防止措置がとれるよ

う、北海道家畜伝染病防疫対策要綱の整備や伝染病ごとに作成した防疫対応マニュアルの更

新、関係機関や団体等と連携した防疫演習の実施に加え、防疫衣や消毒薬等の緊急防疫資材を

備蓄するなど、危機管理体制の強化を図っています。 

 

（ヨーネ病の清浄化対策を推進） 

 牛のヨーネ病については、家畜伝染病予防法に基づく検査及び患畜の摘発・とう汰により、

清浄化を進めているものの、依然として相当数発生しています。 

道では、ヨーネ病の清浄化に向けて、平成４年（1992年）に国に先駆けて定めた「北海道ヨ

ーネ病防疫対策実施要領」を随時見直し、より効果的な発生予防とまん延防止対策を実施して

います。平成25年（2013年）以降は、リアルタイムＰＣＲによる診断法を導入し、患畜の早期

摘発・とう汰による対策を実施することで、発生農場の早期清浄化に取り組んでいます。 

 

図表7-4-2 ヨーネ病の発生状況（牛）              

            （単位：頭） 

区 分 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 

北海道 518 713 682 942 722 845 997 945 1,060 

 乳用牛 392 444 371 370 371 482 371 503 616 

 肉用牛 290 498 351 475 351 515 351 442 444 

都府県 106 104 149 121 87 112 150 115 135 

資料：北海道農政部調べ 
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 ～ 豚熱の発生を想定した防疫演習を初開催（檜山） ～ 

檜山振興局では、令和６年（2024年）10月、管内での豚熱の発生を想定した防疫演習

を開催し、振興局職員や町職員など約20名が参加しました。 

豚熱は、豚とイノシシの悪性伝染病で、北海道では未発生であるものの、本州では平

成30年（2018年）以降毎年発生し、養豚場のみならず関連産業に大きな被害をもたらし

ています。 

演習では、檜山家畜保健衛生所から豚熱や口蹄疫等について解説した後、防疫衣を二

重に着用し、豚の追い込みから殺処分までの手順を確認するとともに、防疫衣の外側に

はウイルスが付着 

していることを念頭 

に、ウイルスに見立 

てた絵の具で防疫衣 

を汚染させずに脱ぐ 

訓練も行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
豚のぬいぐるみを使った殺処分手順の確認 
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（海外悪性伝染病等の侵入・まん延防止対策を強化） 

 海外悪性伝染病等の侵入防止のためには、水際防疫対策の徹底が最も重要であり、国の検疫

と併せて、輸移入家畜の着地検査の徹底や、外国人旅行客、技能実習生、留学生に対し畜産物

の持ち込みなどを行わないよう啓発を行っているほか、空港、フェリーターミナル等における

靴底消毒などの対策を実施しており、また、各農場における伝染病の侵入防止対策として、令

和２年（2020年）４月に改正された家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準の遵守、飼養

衛生管理マニュアルの策定、定期的な自己点検の実施を基本に、異常を示す家畜の早期発見及

び早期通報、日常の消毒の実施など衛生指導を継続して行い、発生の予防と万が一の際の早期

封じ込めに努めています。 

 特に、高病原性鳥インフルエンザについては、令和５年（2023年）３月から４月の道内での

発生や、全国的な発生状況等を踏まえ、農場での侵入防止対策を強化するため、道では、生産

者団体との共催によるネズミの侵入防止対策に係る講習会の開催や、各養鶏場が実施している

侵入リスクの低減に向けた効果的な取組を整理した対策事例集の作成・周知など、発生の未然

防止に向けた取組を推進しているところです。 

 また、国内における豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の悪性伝染病の発生に際し、農業者

や関係団体等と発生情報を迅速に共有して注意喚起を図るとともに、発生事例における疫学調

査結果から得られた課題等を参考に、衛生管理上の重点事項等を周知・徹底し、効果的な取組

の普及や対策の向上を図っています。 

 さらに、万が一これらの海外悪性伝染病が発生した際に、迅速なまん延防止措置がとれるよ

う、北海道家畜伝染病防疫対策要綱の整備や伝染病ごとに作成した防疫対応マニュアルの更

新、関係機関や団体等と連携した防疫演習の実施に加え、防疫衣や消毒薬等の緊急防疫資材を

備蓄するなど、危機管理体制の強化を図っています。 

 

（ヨーネ病の清浄化対策を推進） 

 牛のヨーネ病については、家畜伝染病予防法に基づく検査及び患畜の摘発・とう汰により、

清浄化を進めているものの、依然として相当数発生しています。 

道では、ヨーネ病の清浄化に向けて、平成４年（1992年）に国に先駆けて定めた「北海道ヨ

ーネ病防疫対策実施要領」を随時見直し、より効果的な発生予防とまん延防止対策を実施して

います。平成25年（2013年）以降は、リアルタイムＰＣＲによる診断法を導入し、患畜の早期

摘発・とう汰による対策を実施することで、発生農場の早期清浄化に取り組んでいます。 

 

図表7-4-2 ヨーネ病の発生状況（牛）              

            （単位：頭） 

区 分 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 

北海道 518 713 682 942 722 845 997 945 1,060 

 乳用牛 392 444 371 370 371 482 371 503 616 

 肉用牛 290 498 351 475 351 515 351 442 444 

都府県 106 104 149 121 87 112 150 115 135 

資料：北海道農政部調べ 
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（牛伝染性リンパ腫と牛ウイルス性下痢のまん延防止対策を推進） 

 牛伝染性リンパ腫（旧名：牛白血病）は、平成10年（1998年）４月の家畜伝染病予防法の改

正で届出伝染病に指定され、発生状況の把握や発生農場における清浄化対策が実施されてきま

したが、全国的に発生頭数は増加傾向にあります。 

 このため、平成27年（2015年）３月、国は、「牛白血病に関する衛生対策ガイドライン」を

策定し、農場内における感染拡大防止や農場への侵入防止に有効と考えられる衛生対策を示し

ました。道では、このガイドラインを参考に、飼養者などの関係者と連携しながら衛生対策を

実施し、まん延防止に努めています。 

 また、牛ウイルス性下痢（旧名：牛ウイルス性下痢・粘膜病）も届出伝染病に指定されてお

り、同様に清浄化対策を実施していることから、道内の発生頭数は減少傾向にあるものの、依

然相当数が発生しています。本病の対策としては、発生農場や家畜集合施設における検査を徹

底するとともに、持続感染牛の速やかなとう汰、効果的なワクチン接種に向けた関連団体との

連携と情報共有などが有効であることから、道では、平成28年（2016年）３月に「牛ウイルス

性下痢・粘膜病の有効な対策の基本方針」を策定し、各地域の自衛防疫組織が中心となった防

疫対策を実施することにより、まん延防止に努めています。 

 
図表7-4-3 牛伝染性リンパ腫の発生状況               

            （単位：頭） 

区 分 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 

北海道 557 603 687 733 745 725 707 774 723 

都府県 2,568 2,850 3,172 3,377 3,452 3,650 3,627 3,719 3,700 

資料：北海道農政部調べ 

 

図表7-4-4 牛ウイルス性下痢の発生状況              

             （単位：頭） 

区 分 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 

北海道 304 261 210 200 168 144 62 60 49 

都府県 102 119 172 159 97 91 57 112 74 

資料：北海道農政部調べ 

 

（ＢＳＥ対策を推進） 

 ＢＳＥについては、平成13年（2001年）９月に国内で初めて発生が確認されて以降、これま

でに全国で36頭の発生が確認され、このうち道内生産牛は28頭、道内での確認は25頭となりま

した。しかし、平成13年（2001年）10月の法的な飼料規制の開始直後にあたる平成14年（2002

年）１月生まれの牛を最後に発生が確認されていないことから、国内におけるＢＳＥ対策の成

果が国際的に評価され、日本は、平成25年（2013年）５月の国際獣疫事務局（ＯＩＥ）総会に

おいて、「リスクを無視できる国（ＢＳＥ清浄国）」に認定されました。 

 その後、関係法令の改正などを受け、全国一斉の取組として平成29年（2017年）４月から健

康なと畜牛のＢＳＥ検査を廃止しましたが、特定危険部位（ＳＲＭ：全月齢の牛の扁桃、回腸

遠位部、30か月齢超の牛の頭部（舌、頬肉及び皮を除く）、せき髄、せき柱）の除去や飼料規

制などの対策は引き続き行っています。 
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図表7-4-5 と畜場におけるＢＳＥ検査の実施状況（北海道）     

             （単位：件） 

区 分 検 査 数 

スクリーニング検査結果 確認検査結果 
確定診断結果 

件数（陽性） 
陰性とされた 

件    数 

確 認検査 に 

回された件数 

陰性とされた 

件    数 

確 定診断 に 

回された件数 

H26年度 65,435 65,435 0 0 0 0 

27 65,236 65,236 0 0 0 0 

28 63,468 63,468 0 0 0 0 

29 2 2 0 0 0 0 

30 0 0 0 0 0 0 

R1 3 3 0 0 0 0 

2 1 1 0 0 0 0 

3  0 0 0 0 0 0 

4  0 0 0 0 0 0 

5 0 0 0 0 0 0 

6 0 0 0 0 0 0 

資料：北海道保健福祉部調べ（令和７（2025年）２月末日現在） 

 

また、死亡牛については、関係法令の改正を受け、道では、平成31年（2019年）４月１日か

ら、全月齢の特定症状を呈する牛、歩行困難・起立不能等の症状を呈する月齢48か月齢以上の

牛、月齢96か月齢以上の一般的な死亡牛を検査対象としてきましたが、令和６年（2024年）４

月１日から、月齢に関わらず生前に特定症状、歩行困難・起立不能等のＢＳＥを疑う症状があ

った牛を検査対象とし、96か月齢以上の一般的な死亡牛のＢＳＥ検査は廃止しました。 

 

図表7-4-6 死亡牛のＢＳＥ検査の実施の推移（北海道）                  （単位：件） 

区 分 検 査 数 
スクリーニング検査結果 確認検査結果 

確定診断結果 
件数（陽性） 

陰性とされた 
件    数 

確 認検査 に 
回された件数 

陰性とされた 
件    数 

確 定診断 に 
回された件数 

H26年度 51,522 51,522 0 0 0 0 

27 36,808 36,808 0 0 0 0 

28 37,735 37,735 0 0 0 0 

29 36,780 36,780 0 0 0 0 

30 38,484 38,484 0 0 0 0 

R1 11,349 11,349 0 0 0 0 

2 10,705 10,705 0 0 0 0 

3 10,171 10,171 0 0 0 0 

4 9,472 9,472 0 0 0 0 

5 7,094 7,094 0 0 0 0 

6 2,083 2,083 0 0 0 0 

資料：北海道農政部調べ（令和７年（2025年）１月末日現在） 

 

 

176 ---第７章 食の安全・安心と農産物の流通・加工 

（牛伝染性リンパ腫と牛ウイルス性下痢のまん延防止対策を推進） 

 牛伝染性リンパ腫（旧名：牛白血病）は、平成10年（1998年）４月の家畜伝染病予防法の改

正で届出伝染病に指定され、発生状況の把握や発生農場における清浄化対策が実施されてきま

したが、全国的に発生頭数は増加傾向にあります。 

 このため、平成27年（2015年）３月、国は、「牛白血病に関する衛生対策ガイドライン」を

策定し、農場内における感染拡大防止や農場への侵入防止に有効と考えられる衛生対策を示し

ました。道では、このガイドラインを参考に、飼養者などの関係者と連携しながら衛生対策を

実施し、まん延防止に努めています。 

 また、牛ウイルス性下痢（旧名：牛ウイルス性下痢・粘膜病）も届出伝染病に指定されてお

り、同様に清浄化対策を実施していることから、道内の発生頭数は減少傾向にあるものの、依

然相当数が発生しています。本病の対策としては、発生農場や家畜集合施設における検査を徹

底するとともに、持続感染牛の速やかなとう汰、効果的なワクチン接種に向けた関連団体との

連携と情報共有などが有効であることから、道では、平成28年（2016年）３月に「牛ウイルス

性下痢・粘膜病の有効な対策の基本方針」を策定し、各地域の自衛防疫組織が中心となった防

疫対策を実施することにより、まん延防止に努めています。 

 
図表7-4-3 牛伝染性リンパ腫の発生状況               

            （単位：頭） 

区 分 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 

北海道 557 603 687 733 745 725 707 774 723 

都府県 2,568 2,850 3,172 3,377 3,452 3,650 3,627 3,719 3,700 

資料：北海道農政部調べ 

 

図表7-4-4 牛ウイルス性下痢の発生状況              

             （単位：頭） 

区 分 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 

北海道 304 261 210 200 168 144 62 60 49 

都府県 102 119 172 159 97 91 57 112 74 

資料：北海道農政部調べ 

 

（ＢＳＥ対策を推進） 

 ＢＳＥについては、平成13年（2001年）９月に国内で初めて発生が確認されて以降、これま

でに全国で36頭の発生が確認され、このうち道内生産牛は28頭、道内での確認は25頭となりま

した。しかし、平成13年（2001年）10月の法的な飼料規制の開始直後にあたる平成14年（2002

年）１月生まれの牛を最後に発生が確認されていないことから、国内におけるＢＳＥ対策の成

果が国際的に評価され、日本は、平成25年（2013年）５月の国際獣疫事務局（ＯＩＥ）総会に

おいて、「リスクを無視できる国（ＢＳＥ清浄国）」に認定されました。 

 その後、関係法令の改正などを受け、全国一斉の取組として平成29年（2017年）４月から健

康なと畜牛のＢＳＥ検査を廃止しましたが、特定危険部位（ＳＲＭ：全月齢の牛の扁桃、回腸

遠位部、30か月齢超の牛の頭部（舌、頬肉及び皮を除く）、せき髄、せき柱）の除去や飼料規

制などの対策は引き続き行っています。 
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（動物用医薬品の適正な流通と使用に対する監視指導を実施） 

動物用医薬品は、家畜の健康や生産性の向上に大きな役割を担っていますが、適正に使用さ

れなければ、家畜に危害を与えたり生産性を低下させたりする可能性があるほか、抗菌性物質

等残留事故の発生や薬剤耐性菌の増殖など、畜産物の安全性だけでなく、国民の保健衛生にも

影響を及ぼします。 

 道では、このような問題を防ぎ畜産物の安全性を確保するため、動物用医薬品の適正な流通

と使用について、製造・販売業者や獣医師、農業者に対し関係法令に基づく立入検査による監

視指導や講習会の開催などによる啓発を実施しています。 

 

図表7-4-7 立入検査実施状況（北海道）                          （単位：か所） 

区 分 H29 30 R1 2 3 4 5 

立入検査 263 230 213 223 219 197 216 

資料：北海道農政部調べ 
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